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１．ものづくりの未来



１．（１）今、起こっている社会変革

⚫ 近年、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボットなど、技術のブレークスルーによって、これまで
実現不可能と思われていた社会の実現が可能に（第４次産業革命の到来）。
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出典：「新産業構造ビジョン」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007.html

ＩｏＴ

ビッグデータ

ＡＩ

ロボット

実社会のあらゆる事業・情報が、データ化・ネットワークを
通じて⾃由にやりとり可能に。

集まった⼤量のデータを分析し、新たな価値を生む形で
利⽤可能に。

機械が⾃ら学習し、⼈間を超える⾼度な判断が可能に。

多様かつ複雑な作業についても⾃動化が可能に。

http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007.html


１．（２）「2040年ものづくり未来洞察調査」

⚫ 経済産業省では、20～30年先のものづくりの未来の姿を洞察する調査事業を実施。
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ものづくりの未来の姿 検索

出典：「2040年のものづくりの未来の姿（2040年ものづくり未来洞察調査）」（経済産業省 中部経済産業局）
http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/miraidosatsu/

http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/miraidosatsu/


１．（３）外部環境の変化に伴って対応が求められる戦略課題
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⚫ デジタル化の進展（第４次産業革命・ＩｏＴなど）、⼈工知能、生産技術（３Ｄプリンタなど）などの
技術革新、資源の制約、消費者ニーズの変化など、ものづくりを取り巻く外部環境は、今後、⼤きく変化。

⚫ ものづくり企業は、20～30年後のものづくりの未来の姿に向けて7つの戦略課題に対応することが求められる。

◎：⼤きな影響あり 、 ○：影響あり

外部環境変化

技術

1 ⾃律化

2 電子化・電動化

3 モジュール化

4 デジタル化

5 ⼈工知能（AI）の技術革新・普及

6 生産技術の革新

7 材料技術の⾼度化

資源
制約

8 資源調達リスクの顕在化

9 地球環境問題による制約強化

10 労働者資源のひっ迫（⼈材不足）

政治・
国際
情勢

11 競争環境のフラット化

12 地政学的リスクの増⼤

消費者
ニーズ

13 中所得者層の飛躍的拡⼤

14 ⾼所得者層を中心とした消費行動の変化

15 消費者デマンドに対応するための製品のネットワーク化

16 デジタル・カスタマイズマーケティングの究極化

その他 17 ビジネスのルール変更の可能性

戦略課題
対応が必要になるところ

関連する
外部環境変化

サプライ
チェーン

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
チェーン

その他
（経営・管理等）

①
社会のデジタル化・ソフト
ウェア化に伴う消費の
高度化への対応

○ ◎ ○
1, 4, 5, 14, 15, 
16

②
デジタル技術による
擦り合わせ・カイゼンの
コモディティ化への対応

◎ ○
1, 2, 3, 4, 6, 7, 
11

③
生産技術・材料技術の
イノベーションの取り込み ◎ ○ 6, 7, 8, 9

④
製造現場のデジタル化・
ソフトウェア化への対応 ◎ ◎ ◎ 1, 2, 3, 4, 5, 

11, 14, 15, 16

⑤
人材の質・量の不足への
対応 ◎ ○ ○ 4, 10, 11

⑥
資源制約・CO2フリーへの
対応と成長市場の取り込み ○ ◎ ○ 7, 8, 9, 13

⑦ リスクマネジメントへの対応 ○ ○ 9, 12, 13

※外部環境変化17は、全ての戦略課題にインパクトを与える可能性がある。

特に中小企業に
⼤きな影響

特に生産に
⼤きな影響

ＩｏＴなどへの対応

第４次産業革命などへの対応

ＡＩ、ロボットなどへの対応
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２．進展する第４次産業革命



２．（１）世界を変えるトレンド（①ＩｏＴ）：急速に浸透するＩｏＴ

⚫ ＩｏＴ（Internet of Things）とは、あらゆるモノがネットワークに接続し、ヒトとモノ、
モノとモノが、ネットワークを介して相互に情報をやりとりし、情報を活⽤すること。

⚫ ＩｏＴデバイスの台数は、２０２０年には約４００億台まで急増する見通し。

⚫ ⾃動車や家電、電力メーター、産業機器やインフラ等がつながることで、新たな製品や
サービスの創出が期待されている。
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出典：「情報通信白書（平成３０年版）」（総務省）
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/hakusyo/
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http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/hakusyo/


２．（２）世界を変えるトレンド（②ＡＩ）：技術進化が進むＡＩ

⚫ ディープラーニングによって、ＡＩ研究における５０年来のブレークスルーが起きている。
（ディープラーニング ・・・ ⼈が設定していたデータの特徴を⾃動的に抽出する手法。）

⚫ ２０３０年以降、ＡＩに任せられる仕事が増えてくるとの見通し。

⚫ ヒトが蓄積してきたノウハウ・知見をＡＩに学習させ、活⽤することが産業競争力を
生み出すようになる。
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出典：産業構造審議会 新産業構造部会 第１１回配布資料（参考資料）（松尾委員）
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/011_haifu.html

＜段階①＞
画像・音声の認識ができるようになる。

＜段階②＞
マルチモーダルな（複数の感覚の）
認識ができるようになる。

＜段階③＞
行動とプランニングができるようになる。

＜段階④＞
行動に基づいて環境の認識（モノの
性質の抽象化）ができるようになる。

＜段階⑤＞
翻訳ができるようになる。

＜段階⑥＞
⾃力で知識を獲得できるようになる。

ディープラーニングをベースとする⼈工知能の技術的発展

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/011_haifu.html


２．（３）産業革命の変遷

⚫ 第１次産業革命 ・・・
１８世紀後半より、イギリスにて、紡績機の発明、ワットによる蒸気機関の改良に
よって、⾼効率な動力源の普及と⼤量生産が始まる。

⚫ 第２次産業革命 ・・・
２０世紀初頭より、電力が動力源として普及し始める。Ｔ型フォードに代表される
効率化を追求した量産システムが登場する。

⚫ 第３次産業革命 ・・・
１９７０年代以降、ものづくりの現場にコンピューターが使われ始める。産業⽤
ロボットの普及と相まって生産の⾃動化が進められる。

⚫ 第４次産業革命 ・・・
近年、ものづくりや物流などをインターネットでつなぎ、ＩｏＴやＡＩによって⾃動化・
最適化することで、生産性や柔軟性を飛躍的に向上させる産業革命が起こっている。
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【参考】 事例：コマツ（製品販売＋サービス付加の取組）

⚫ ⾼性能な建設機械の単体売りだけでなく、アフターサービスの強化による建設機械の
稼働率の向上、緻密で効率的な施工管理などのソリューションも提供。
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出典：IVIシンポジウム 2016 Autumn 講演資料「第４次産業革命のインパクトと求められる施策とは」（経済産業省）
https://iv-i.org/events/161013.html

https://iv-i.org/events/161013.html


【参考】 事例：ローソン等（需要予測の取組）

⚫ ＰＯＳデータや気象データなどのビッグデータを⽤いて共同で需要予測を行うことで、
過剰生産や過剰在庫を削減する取組を実施し、食品ロスを約３～４割削減。

⚫ 今後、産総研ＡＩセンターとも連携し、⼈口知能を活⽤して需要予測を精緻化する
とともに、対象品目／地域やプレーヤーを拡⼤予定。
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出典：産業構造審議会 新産業構造部会 第３回配布資料（事務局資料）（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/003_haifu.html

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/003_haifu.html


【参考】 事例：富士通（生産管理の最適化の取組）

⚫ みかん生産のデータを蓄積・分析し、最適な営農情報を提供することで、⾼品質な
みかんの安定生産を実現。
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出典：産業構造審議会 新産業構造部会 第８回配布資料 資料５－２「国内の先進事例」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/008_haifu.html

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/008_haifu.html


【参考】 事例：がんこフードサービス（作業プロセスの最適化の取組）

⚫ 産技研と共同で、接客にあたる従業員にセンサーを付け、従業員の行動を計測。客室
滞在時間を増やし、接客に重点をおいたところ注文が４割増加。

⚫ 動線分析データを元に、顧客の待ち時間が最短となる従業員シフト、厨房レイアウトを
割り出し、店舗オペレーションを改善。
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出典：産業構造審議会 新産業構造部会 第８回配布資料 資料５－２「国内の先進事例」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/008_haifu.html

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/008_haifu.html
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３．Connected Industries の

目指すコンセプトと現状



３．（１）第４次産業革命を巡る世界的な動き

⚫ 先進国・新興国では、第４次産業革命の実現に向けた政策や民間プロジェクトが
進められている。
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出典：「ものづくり白書（２０１７年版）」（経済産業省、厚生労働省、文部科学省）
http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2017/honbun_pdf/index.html

出典：「情報通信白書（平成２９年版）」（総務省）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h29.html

ドイツ
「インダストリー4.0
実現戦略」

⚫ 2015年４月、「インダストリー4.0 実現戦略」を発表。
⚫ 生産のためのエネルギーや資源の効率性、製品の市場導入時間の短縮、

フレキシビリティーの実現を目指す。

フランス 「産業の未来」
⚫ 2015年５月、「産業の未来」を発表。
⚫ 生産拠点の刷新と新生産技術の促進、デジタル技術の導入によるビジネス

モデル変革の促進、中小企業のエコシステム構築の実現を目指す。

中国 「中国製造2025」
⚫ 2015年５月、「中国製造2025」を発表。
⚫ 2025年までに世界製造強国の１つになる、2035年までに世界製造強国の

中位になる、2049年に世界の製造強国のトップになることを目指す。

米国
Industrial
Internet
Consortium

⚫ 2014年３月、「Industrial Internet Consortium」（IIC）を立ち上げ。
⚫ 共同実証（テストベッド）による先進事例の創出、標準化団体への企画の

提案などに取り組む。

主要国における第４次産業革命の実現に向けた政策・民間プロジェクト

http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2017/honbun_pdf/index.html
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h29.html


３．（２）Connected Industries の目指すコンセプト

⚫ 経済産業省では、日本の目指すべき第４次産業革命のコンセプトとして、ヒトと機械・
システムが協調しあい、日本企業の強みである技術力や現場力を活かした⼈間本位の
第４次産業革命「Connected Industries」を提唱（2017年3月）。
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「Connected Industries」のコンセプト

⚫ 様々なつながりにより、モノとモノだけでなく、
ヒトと機械・システムが協調しあうことで、
新たな付加価値が創出される第４次
産業革命。

⚫ 我が国の強みである⾼い技術力や
現場力を活かすことで、ソリューション
志向で⼈間本位な第４次産業革命。

活かすべき日本のものづくりの強み

①モノの強み
⚫ ⾼性能なセンサ、質の⾼いリアルデータ
⚫ 設備、ロボットなど、⾼性能なハード

②ヒトの強み
⚫ ⾼いカイゼン力、擦り合わせ力
⚫ ものづくりの本質の理解

③社会課題の先進性

設計の思想、製造の原理などの
知見・ノウハウ

出典：「Connected Industries」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/connected_industries/

出典：「新産業構造ビジョン」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007.html

出典：「2040年のものづくりの未来の姿（2040年ものづくり未来洞察調査）」（経済産業省 中部経済産業局）
http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/miraidosatsu/

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/connected_industries/
http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007.html
http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/miraidosatsu/


３．（３）スマートファクトリー化に向けた現状・課題

⚫ 第４次産業革命への関心は強いものの、対応に着手できていない企業が多い。

⚫ 経済産業省では、第４次産業革命への対応を促進する取組を展開中。
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そもそも何に取り組んでよいのかわからない

＜ 企業から聞かれる主な課題 ＞

ＩｏＴの導入を検討できる⼈材、
データを活⽤できる⼈材が不足している

ＩｏＴの導入による経営効果がわからない

ＩｏＴの導入の設備投資コストが⾼い

既存の設備が古いため、データ連携に
対応することができない

「つながる工場」に向けたロードマップの提示

＜ 解決の主な方向性 ＞

ＩｏＴを活⽤したプロジェクトを創出する体制づくり

ものづくりとＩｏＴを理解する⼈材の育成、
ＩｏＴ活⽤の専門家によるコンサルティング

安価でシンプルなＩｏＴツールの発掘・情報提供

ＩｏＴ設備投資への支援

「つながる工場」の先行事例の発掘・情報提供

【スマートファクトリーロードマップ】

【ＩｏＴ推進ラボ】

【ＩｏＴユースケースマップ】

【スマートものづくり応援隊】

【スマートものづくり応援ツール】

【ものづくり補助金、地域未来投資促進法、IoT税制 など】
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４．Connected Industriesの

実現に向けた取組

（スマートファクトリーの実現に向けたロードマップ）



４．（１）「スマートファクトリーロードマップ」の策定

⚫ 経済産業省では、第４次産業革命に対応したものづくりに向けたロードマップを策定。
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出典：「スマートファクトリーロードマップ」（経済産業省 中部経済産業局）
http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/smart_factory_roadmap/

スマートファクトリーロードマップ 検索

http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/smart_factory_roadmap/


４．（２）スマート化の目的
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ス マ ー ト 化 の 目 的

（１） 品質の向上

①不良率の低減

②品質の安定化・ばらつきの低減

③設計品質の向上

（２） コストの削減

①材料の使⽤量の削減

②生産のためのリソーセスの削減

③在庫の削減

④設備の管理・状況把握の省力化

（３） 生産性の向上

①設備・ヒトの稼働率の向上

②ヒトの作業の効率化、作業の削減・負担軽減

③設備の故障に伴う稼動停止の削減

（４） 製品化・量産化の期間短縮

①製品の開発・設計の⾃動化

②仕様変更への対応の迅速化

③生産ラインの設計・構築の短縮化

（５） ⼈材不足・育成への対応
①多様な⼈材の活⽤

②技能の継承

（６）
新たな付加価値の提供・
提供価値の向上

①多⽤なニーズへの対応力の向上

②提供可能な加工技術の拡⼤

③新たな製品・サービスの提供

④製品の性能・機能の向上

（７） その他 ①リスク管理の強化



４．（３）スマート化の方向性・レベル

⚫ ＩｏＴなどを活⽤した「ものづくりのスマート化」の方向性・レベルなどを整理。
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設備・ヒトの稼働
率の向上

ＭＥＳ（製造実行シス
テム）などの生産管理シ
ステムのデータを利⽤す
ることで、生産ライン全
体の設備の稼働・ヒトの
作業の進捗状況を収
集・把握できる。

設備の稼働・ヒトの作業
の進捗状況を基に、各
プロセスの完了予定時
間を予測できる。
設備とヒトの非稼動時
間が発生する要因を分
析できる。

生産ライン全体の生産
完了予定時間が最短
化されるよう、設備の稼
動計画、段取り替え計
画、ヒトの作業計画を修
正・最適化することで、
設備・ヒトの非稼動時間
を最小化できる。

企
業
層

素形材加工企業
設備・金型供給企業
組み立て企業

プ
ロ
セ
ス

受注・調達
製品企画、開発・設計
生産
物流・販売
製品稼働、サービス提供

スマート化のレベル（データ活用のレベル）

レ ベ ル ３
蓄積した知見・ノウハウや、構築したモデルによる

将来予測を基に最適な判断・実行ができる

（データによる制御・最適化）

レ ベ ル ２
膨⼤な情報を分析・学習し、目的に寄与する

因子の抽出や、事象のモデル化・将来予測ができる

（データによる分析・予測）

レ ベ ル １
有益な情報を見極めて収集して状態を見える化し、

得られた気付きを知見・ノウハウとして蓄積できる

（データの収集・蓄積）

主な対象企業層

スマート化の対象プロセス

スマート化
の目的

「生産性の向上」に向けたロードマップの例（一部抜粋）



４．（４）システムの導入のステップ
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⚫ 小規模からスタートし、導入効果をモニタリングして、小さな手応えを得る。

⚫ ＰＤＣＡを短いサイクルで繰り返し、システム・運⽤の見直し・改善を図ることで、
スマート化を展開していく。

Step.1：スマート化の構想策定

①目的・目標
の明確化

②社内体制
の構築

③構想の
策定

Step.2：トライアル・システム導入

②システム
導入、実証

③評価、
改善

②´トライアル

①要件定義

Step.3：運用

①運⽤、定着



４．（５）スマート化の成功のポイント
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導入ステップ 成 功 の ポ イ ン ト 内 容

Step.1：
スマート化の
構想策定

経営者が強い意思を持ち、トップ主導で推進する
経営課題の解決手段としてスマート化を理解し、経営者⾃らが強い意思を持って
トップ主導でスマート化を推進する。トップ⾃らアイディアを出すなど、継続して関与する。

スマート化の目的・目標を明確にする
⾃社のビジネス戦略・課題＝スマート化の目的を明確にし、目的の優先順位をつける。
スマート化による投資効果を測定できる数値目標を設定する。

スマート化の内容、対象範囲、レベルを明確にする
スマート化の内容や、スマート化の対象とする、ものづくりのプロセス、業務範囲、規模、
レベル、コスト等を明確に定義する。必要に応じて、外部の専門家などから助言を得る。

責任、役割を明確にし、組織内で合意形成する
初期の段階から、IT部門やユーザ部門など、組織内の関係者と目指す姿の共通
認識を図り、責任や役割を合意形成して推進体制を構築する。

データを提供する側にとってのうれしさを組み込む
従業員が監視されていると感じないようにしたり、サプライチェーン上の企業にもメリットが
あるようにしたり、管理する側とデータを提供する側がwin-winとなるうれしさを組み込む。

Step.2：
トライアル・
システム導入

全体最適を念頭に置きつつ、ステップを踏んで導入を進める
部分最適の先の、将来、実現を目指す全体最適を想定しつつ、⾃社の課題解決に
合致したシステムを選定し、できるところから１つずつステップを踏んで導入を進める。

データを絞り込み、収集を⾃動化して、負担を軽減する
収集するデータや分析事項を絞り込んだり、シンプルなデバイスで、データ収集・蓄積の
作業を減らしたり⾃動化することで、ユーザ部門がシステムを活⽤しやすいものにする。

初期の段階では、機能を絞り込みスモールスタートで始める
初期の段階では、真に必要な機能を絞り込んで、IoTツールを内製開発したり、既存
設備を改良することなくIoTツールの後付けで対応したりして、小規模から始める。

トライアルを繰り返し、改善を図りながら完成を目指す
リスクが小さく、導入効果が得やすいところから取り組む。実証、評価、改善を、短い
サイクルで繰り返し、価値あるデータを見極めるとともに、システム・運⽤の完成を目指す。

中長期の段階では、標準ツールを活⽤して拡張させていく
中長期の段階では、専門のIT企業やメーカーと協力体制を作り、セキュリティの強化や
スマート化の対象範囲の拡張性を考慮して、標準規格に対応したIoTツールを利⽤する。

Step.3：
運⽤

導入効果を共有し、従業員のモチベーションを向上させる
導入効果の定量的なモニタリングを継続して行い、小さな導入効果であっても早い
段階から共有することで、従業員のモチベーションを向上させ、運⽤の定着につなげる。

ものづくりとIoTを理解した⼈材へと育成・意識改革を図る
IoTツールを積極的に活⽤するように意識改革し、ものづくりとIoTの両方を理解した
⼈材を育成する。簡単な設定の調整などは社内で対応し、絶えず改善をしていく。
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５．Connected Industriesの

実現に向けた取組

（ロボット・IoT関連の人材育成支援等）



５．（１）「産業用ロボット導入ガイドライン」の策定

⚫ 経済産業省、名古屋工業⼤学では、ロボッのト導入の手順や、検討にあたっての
ポイントをまとめた「産業⽤ロボット導入ガイドライン」を策定。
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出典：「産業⽤ロボット導入ガイドライン」（経済産業省 中部経済産業局）
http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/robot_introduction_guideline/

「産業⽤ロボット導入ガイドライン」
（経済産業省・名古屋工業⼤学）

一般的な産業⽤ロボットの導入手順

http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/robot_introduction_guideline/


５．（２）「産業用ロボット導入ガイドライン」の概要

⚫ ロボット導入の目的の明確化から提案依頼書の作成・提示までのポイントを整理。
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出典：「産業⽤ロボット導入ガイドライン」（経済産業省 中部経済産業局）
http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/robot_introduction_guideline/

１－１ 産業用ロボットの導入イメージの把握
１－２ 経営課題に対応した産業用ロボット導入の目的の明確化
１－３ 実務担当者の選任、検討の指示

２－１ 対象ワーク、作業の選定
２－２ 制約条件
２－３ 制導入レイアウト図の作成
２－４ 導入費用の試算
２－５ 社内体制・運用の検討
２－６ ロボットSIer・ロボットメーカー等への外部委託の検討

３－１ 提案依頼書（RFP）の案の作成
３－２ 提案依頼先の選定
３－３ 提案依頼書（RFP）と提案依頼の社内承認
３－４ ロボットSIer・ロボットメーカー等への提案依頼書（RFP）の提示

検
討
す
る
項
目

経
営
者
・
工
場
長
が

実
務
担
当
者
が
検
討
す
る
項
目

ロボットシステム

⚫ 産業⽤ロボットを活⽤するには、工程全体を設計し、
ロボット・周辺装置・プログラムを組み合わせてロボット
システムとして構築。

⚫ 多くの場合、ロボットメーカーとロボットを導入しようとする
企業の間に入るロボットシステムインテグレータ（ロボット
SIer）などが担っている。

http://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/robot_introduction_guideline/


５．（３）人材育成の取組事例（①産業用ロボット導入支援講座）

⚫ 名古屋工業⼤学では、産業⽤ロボット導入ガイドラインを活⽤した⼈材育成講座
「産業⽤ロボット導入支援講座」を開講。
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出典：「平成３０年度産業⽤ロボット導入支援講座」（名古屋工業⼤学）
http://tic.web.nitech.ac.jp/

http://tic.web.nitech.ac.jp/


５．（３）人材育成の取組事例（②ロボットSIセンターにおける人材育成）

⚫ 経済産業省では、ＶＲテクノセンターが取り組む⼈材育成拠点「岐阜県ロボットＳＩ
センター」の整備に対して支援。

⚫ 組立、検査、梱包、搬送の各工程を行うロボット、ＩｏＴデバイス、稼働状況管理
システムを設置し、トータルシステムインテグレーションできる⼈材育成講座を開講。
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出典：「岐阜県ロボットＳＩセンター」（ＶＲテクノセンター）
https://robosi.vrtc.jp/guide.html

「岐阜県ロボットＳＩセンター」（ＶＲテクノセンター）

https://robosi.vrtc.jp/guide.html


５．（４）専門家派遣の取組事例（スマートものづくり応援隊）

⚫ 経済産業省では、ソフトピアジャパンが取り組むスマートものづくり応援隊に対して支援。

⚫ ものづくり企業における課題解決のアプローチやIoT技術の座学、現場実習を通じて、
スマートものづくり指導者を育成。

⚫ 指導者を企業へ派遣し、現場改善やＩＴ（IoT）等の導入に向けてコンサルティング。

29

出典：「スマートものづくり応援隊」（ソフトピアジャパン）
https://www.softopia.or.jp/smart-monodukuri/

出典：プレス発表「ＩｏＴを体験的に学べる模擬工場 「スマートものづくり指導者」育成のための研修施設を整備」（岐阜県）
https://www.pref.gifu.lg.jp/event-calendar/c_11352/20170928sj_mogifact.data/20170907sj_vfact.pdf

スマートものづくり応援隊による支援の流れ

１．お問い合わせ

２．ソフトピアジャパン職員による現場訪問

３．派遣に向けた事前打ち合わせ

４．スマートものづくり指導者を派遣

５．スマートものづくりに向けた提案

スマートものづくり指導者の育成

ＩｏＴを体系的に
学べる模擬工場

①体系的に学べる座学

⚫ 製造系業務プロセスを学習
⚫ ＩｏＴ最新動向と導入

方法を学習

②実践的に学べる
現場実習

⚫ 実際の現場でＯＪＴ
⚫ 調査から提案まで一通りの

フローを学習

https://www.softopia.or.jp/smart-monodukuri/
https://www.pref.gifu.lg.jp/event-calendar/c_11352/20170928sj_mogifact.data/20170907sj_vfact.pdf


５．（５）その他の取組

⚫ 第４次産業革命の実現に向けて、各機関が推進しており、ホームページを通じて
成果物を情報提供していたり、各地域にて様々な取組を行っている。
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各 推 進 機 関 に お け る 主 な 取 組

ロボット革命
イニシアティブ協議会

（ Ｒ Ｒ Ｉ ）

⚫ 国際連携 （国際標準化、国際シンポジウム）
⚫ ＩｏＴユースケースマップ （ＩｏＴ利活⽤事例の情報提供）
⚫ スマートものづくり応援ツール・レシピ （ＩｏＴツールの情報提供）
⚫ ロボット活⽤ナビ （ロボット利活⽤事例の情報提供）

ＩｏＴ推進ラボ

⚫ IoT Lab Selection （先進的IoTプロジェクト）
⚫ IoT Lab Connection （ソリューション・マッチング）
⚫ IoT Lab Demonstration （テストベッド実証）
⚫ 地方版IoT推進ラボ （地域におけるセミナー等の取組）
⚫ IoT Lab Global Connection （グローバル団体との連携）

ＩＶＩ
⚫ ワーキンググループ （共通領域のリファレンスモデルの開発）
⚫ プロジェクト （リファレンスモデルの実証）
⚫ 地域セミナー （IVIのつながる手法を学ぶワークショップ）
⚫ IVIプラットフォーム （複数機器間のハード・ソフトの連携の仕組みの開発）

地域における取組 ⚫ あいちロボット産業クラスター推進協議会、商工会議所等の取組 ほか

Industrial Value
Chain Initiative
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６．まとめ



６．まとめ

⚫ 近年、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボットなど、技術のブレークスルーによって、これまで
実現不可能と思われていた社会の実現が可能に（第４次産業革命の到来）。

⚫ 先進国・新興国にて、第４次産業革命の実現に向けた政策や民間プロジェクトが
進められる中、日本は、ヒトと機械・システムが協調しあい、技術力や現場力を活かした
⼈間本位の第４次産業革命「Connected Industries」を進めることが重要。

⚫ スマート化にあたっては、スマート化の目的を明確にする、機能を絞り込みスモール
スタートで始める、導入効果を共有して従業員のモチベーションを向上させるなど、
成功のポイントを踏まえて取り組むことが重要。

32

各推進機関の取組や支援制度を効果的に活⽤しつつ、
「Connected Industries」の実現に向けた取組を進めることが重要。
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【参考１】

第４次産業革命関連の主な支援制度



１．ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業（①概要）

⚫ 生産性向上に資する革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行う
ための設備投資等を支援。（2019年度概算要求額：100.0億円）

34

補助対象事業者 日本国内に本社及び実施場所を有する中小企業・小規模事業者。

補助対象要件

⚫認定支援機関の全面バックアップ（確認書）を得た事業であり、以下の要件を満たすこと。

⚫ 「中小ものづくり⾼度化法」に基づく特定ものづくり基盤技術を活⽤した革新的な試作品
開発・生産プロセスの改善、または、「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイド
ライン」で示された方法で行う革新的なサービスの創出・サービス提供プロセスの改善であること。

⚫３～５年で、「付加価値額」年率３%及び「経常利益」年率１%の向上を達成できる
計画であること。

公募期間
第１次公募 ： 2018年2月28日（水）～ 4月27日（金）
第２回公募 ： 2018年8月 3日（金）～ 9月10日（月）

※「ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業」は、以下のホームページにて紹介しています。
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/

付加価値額 ＝ 営業利益 ＋ ⼈件費 ＋ 減価償却費
経常利益 ＝ 営業利益 － 営業外費⽤（支払利息・新株発行費等）

※2018年度の実施内容です。

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/


１．ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業（②支援内容）

対象類型
事業類型 【革新的サービス】 【ものづくり技術】 補助対象経費

企 業 間
データ活用型

補助上限額：１，０００万円
補助率 ：２／３以内
設備投資 ：必要

※連携体は10者まで。さらに200万円×連携体
参加数を上限額に連携体内で配分可能

機械装置費
技術導入費
専門家経費
運搬費
クラウド利⽤費

専
門
家
を
活
⽤
す
る
場
合

補
助
上
限
額
30

万
円
ア
ッ
プ

一 般 型

補助上限額：１，０００万円
補助率 ：１／２以内
設備投資 ：必要

※先端設備等導入計画の認定又は経営革新計画の
承認を取得して一定の要件を満たす者は、補助率2/3

小規模型

設備投資
の み

補助上限額：５００万円
補助率 ：１／２以内
設備投資 ：必要

※小規模企業者の補助率：２／３以内

試 作
開 発 等

補助上限額：５００万円
補助率 ：１／２以内
設備投資 ：可能（必須ではない）

※小規模企業者の補助率：２／３以内

機械装置費、技術導入費、
専門家経費、運搬費、
クラウド利⽤費、原材料費、
外注加工費、委託費、
知的財産権等関連経費

35※2018年度の実施内容です。



２．地域未来投資促進税制（「地域未来投資促進法」による支援）

⚫ 近年、地域経済の事業環境変化に伴い、産業・雇⽤の担い手は多様化。地域の
特性を生かした成長性の⾼い新たな分野に挑戦する取組が登場しつつある。

⚫ こうした取組（「地域未来投資」）が全国津々浦々で活発になり、地域経済における
稼ぐ力の好循環が実現されるよう、政策資源を集中投入。
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※「地域未来投資促進法」は、以下のホームページにて紹介しています。
http://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiikimiraitoushi.html

【 国 】

基 本 方 針

【 都道府県及び市町村 】

基 本 計 画

【 事業者 】

地域経済牽引事業計画

同意

承認

協議

申請

【 主な支援措置 】

⚫ 海外市場にも強い専門家（グローバル・コーディネーター）等が、成長分野に進出するため、
事業化戦略や販路開拓のアドバイス。

⚫ 先進的な事業に必要な設備投資に対して減税。税額控除や特別償却により、設備投資を
行った初年度の法⼈税等の負担を軽減。
○機械・装置、器具・備品 ： ４０％特別償却 、 ４％税額控除
○建物・付属設備・構築物 ： ２０％特別償却 、 ２％税額控除

⚫ 農地転⽤許可、市街化調整区域の開発許可等に係る措置。
⚫ 工場立地法に基づく環境施設面積率、緑地面積率の緩和。

⚫ 特許料（中小企業者の場合）、地域団体商標の登録料等の減免。
⚫ 固定資産税等の減免や地方創生推進交付金を活⽤した支援制度の創設などを実施する

⾃治体を国が支援。

ヒト（人材）

モノ（設備投資）

規制緩和 等

その他

http://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiikimiraitoushi.html


３．コネクテッド・インダストリーズ税制（IoT税制）

⚫ 第4次産業革命に伴い、データそのものが競争力の源泉に。データの価値を最⼤限活⽤
することで、企業の競争力を強化することが重要。

⚫ 一定のサイバーセキュリティ対策が講じられたデータ連携・利活⽤により、生産性を向上
させる取組について、必要となるシステムや、センサ・ロボット等の導入に対して租税支援。
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※「コネクテッド・インダストリーズ税制（IoT税制）」は、以下のホームページにて紹介しています。
http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/iot-zeisei.html

課 税 の 特 例 の 内 容

認定された事業計画に基づいて行う設備投資について、税制措置を講じる。

※ 計画の認定に加え、継続雇⽤者給与等支給額の対前年度増加率≧３％を満たした場合。

【対象設備の例】
データ収集機器（センサ等）、データ分析により⾃動化するロボット
・工作機械、データ連携・分析に必要なシステム（サーバ、ＡＩ、
ソフトウェア等）、サイバーセキュリティ対策製品 など

最低投資合計額：5,000万円

対象設備 特別償却 税 額 控 除

ソフトウェア
器具備品
機械装置

３０％

３％
（法⼈税額の１５％を限度）

５％ ※
（法⼈税額の２０％を限度）

計 画 認 定 の 要 件

①データ連携・利活用
以下のいずれか満たすこと。
○社外データやこれまで取得したことのない

データを社内データと連携
○企業の競争力上重要なデータをグループ

企業間や事業所間で連携

②セキュリティ面
必要なセキュリティ対策が講じられている
ことをセキュリティの専門家（登録セキスペ
等）が担保すること。

③生産性向上目標
投資年度から一定期間において、以下の
いずれも達成見込みがあること。
○労働生産性：年平均伸率２％以上
○投資利益率：年平均15％以上

http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/iot-zeisei.html


４．企業単位の規制改革制度（①概要）

⚫ 企業単位の規制改革制度を通じて、規制の壁を越えて、新しい技術やビジネスモデルを
⽤いた新事業の創出を支援。
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※「企業単位の規制改革」は、以下のホームページにて紹介しています。
http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/

① プロジェクト型
サンドボックス制度
（新技術等実証制度）

② グレーゾーン
解消制度

③ 新事業特例制度

実
証
段
階

事
業
化
段
階

段階 規制改革制度規制に対するニーズ

新技術等の実証（※）を行う
ことができる環境を整える制度。
期間、参加者を限定し、主務
⼤臣の認定の下、実証を実施。

新事業活動の具体的な事業
計画に即して、あらかじめ規制の
適⽤の有無を確認できる制度。

※AI・IoT・ビッグデータなどをはじめとする革新的な技術やビジネスモデルの実証

安全性等の確保を条件として、
「企業単位」で、規制の特例措
置の適⽤を認める制度。

まず事業の「実証」を
行い、規制改革・
事業化に繋げたい。

新しく開始する事業に
おける規制の解釈・
適⽤の有無を確認
したい。

規制の特例措置を
設けて事業を行い
たい。

http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/


４．企業単位の規制改革制度（②活用事例）
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※「企業単位の規制改革」の活⽤実績は、以下のホームページにて紹介しています。
http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/

②グレーゾーン解消制度 ③新事業特例制度

「保育における健康管理資料の電子化」

＜申請事業者＞
ユニファ（株）【愛知県名古屋市】

＜照会内容＞
児童福祉法において、保育所の園児の睡眠の状況や
体温といった健康管理に関する情報を電子化した場合、
その電子的記録が「帳簿」に該当し、基準を満たすか
否か。

＜照会結果＞
該当する。

→ 午睡チェック
サービスを
事業化

「新しいタイプの水素タンクの導入による
燃料電池フォークリフトの実用化」

＜申請事業者＞
（株）豊田自動織機 【愛知県豊田市】

＜特例内容＞
燃料電池フォークリフトの水素タンクについて、全部
金属製の容器の搭載が特例の範囲で可能となった。
（⾼圧ガス保安法
容器保安規則では、
複合容器（炭素繊維と
金属等の併⽤）のみが
想定されている。）

→ 燃料電池フォーク
リフトのコストダウンが
可能に

http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/
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【参考２】

各推進機関における取組



１．ＲＲＩにおける取組（ＩｏＴユースケースマップ）

⚫ ロボット革命イニシアティブ協議会（ＲＲＩ）では、ＩｏＴのユースケース（つながる
工場の先行事例など）を情報共有する、「ＩｏＴユースケースマップ」を作成。
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出典：「IoTユースケースマップ」（ロボット革命イニシアティブ協議会）
http://usecase.jmfrri.jp/

「IoTユースケースマップ」（ロボット革命イニシアティブ協議会）

http://usecase.jmfrri.jp/


１．ＲＲＩにおける取組（ＩｏＴユースケースマップ）

⚫ 金型内にセンサを埋め込み、これまで把握困難であった金型内の状況を温度・圧力・
振動等の様々なデータを計測し、より⾼品質で安定的に部品を製造。
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出典：「IoTユースケースマップ」（ロボット革命イニシアティブ協議会）
http://usecase.jmfrri.jp/

「スマート金型」（（株）岐阜多田精機）

http://usecase.jmfrri.jp/


２．ＲＲＩにおける取組（スマートものづくり応援ツール・レシピ）

⚫ ロボット革命イニシアティブ協議会（ＲＲＩ）では、中堅・中小企業が、低コストで
簡単に使えるＩｏＴツールを「スマートものづくり応援ツール・レシピ」としてとりまとめ。
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出典：「スマートものづくり応援ツール・レシピ」（ロボット革命イニシアティブ協議会）
https://www.jmfrri.gr.jp/event/seminar/618/694.html

「スマートものづくり応援ツール」（ロボット革命イニシアティブ協議会）

①生産現場における課題を
解決するためのツール

②工場や企業の外と情報を
やり取りする際の課題を
解決するためのツール

③事務における課題解決ツール

④グローバル化にともない海外で
展開する為に役立つツール

⑤⾃社製品をIoT化するための
ツール

⑥データの活⽤全般に関わる
ツール

⑦⼈材育成の観点で活⽤
できるツール

ユースケース別

https://www.jmfrri.gr.jp/event/seminar/618/694.html


２．ＲＲＩにおける取組（スマートものづくり応援ツール・レシピ）

⚫ 点灯する表示灯に安価な汎⽤センサーを取り付けるなど、既存の設備に機器を外付け
するだけで、設備の稼働・休止の把握と生産の所要時間をリアルタイムに把握。
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出典：「スマートものづくり応援ツール・レシピ」（ロボット革命イニシアティブ協議会）
https://www.jmfrri.gr.jp/event/seminar/618/694.html

出典：「第四次産業革命に挑戦する中堅・中小企業への支援施策」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/smart_mono/index.html

「製造ライン遠隔モニタリングサービス」（i Smart Technologies）

https://www.jmfrri.gr.jp/event/seminar/618/694.html
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/smart_mono/index.html


３．地方版ＩｏＴ推進ラボにおける取組

⚫ 経済産業省、ＩｏＴ推進ラボ、情報処理推進機構（ＩＰＡ）は、地域における
ＩｏＴプロジェクト創出のための取組を、「地方版ＩｏＴ推進ラボ」として選定。

⚫ 地方版ＩｏＴ推進ラボでは、地域単位で、セミナー、マッチング、プロジェクト（商品
開発など）、実証試験などを実施。
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出典：「地方版IoT推進ラボ」（地方版ＩｏＴ推進ラボ）
https://local-iot-lab.ipa.go.jp/about_iotlab.html

中部地域にて選定された地方版ＩｏＴ推進ラボ

愛 知 県 岐 阜 県 三 重 県 富 山 県 石 川 県

愛知県IoT推進ラボ

名古屋市IoT推進ラボ

豊田市IoT推進ラボ

幸田町IoT推進ラボ

岐阜県ITものづくり
推進ラボ

各務原市IoT推進ラボ

郡上市IoT推進ラボ

三重県IoT推進ラボ 富山県IoT推進ラボ

石川県IoT推進ラボ

加賀市IoT推進ラボ

かほく市IoT推進ラボ

白山市IoT推進ラボ

能美市IoT推進ラボ

※各地方版ＩｏＴ推進ラボが開催するセミナーなどの取組情報は、以下のホームページにて紹介しています。

https://local-iot-lab.ipa.go.jp/about_iotlab.html


４．ＩＶＩにおける取組

⚫ ＩＶＩ（Industrial Value Chain Initiative）では、各企業における異なる業務や
システム間でデータを相互利⽤する仕組みを構築すべく、協調領域（各企業が共通に
すべき部分）を、ゆるやかな標準（リファレンスモデル）として整理。

⚫ ＩＶＩでは、業務シナリオをベースとした問題解決のプロセスを、ワークショップ形式で
学ぶ「地域セミナー」を開催。
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出典：パンフレト「つながる！ものづくり IVI（Industrial Value Chain Initiative）」（IVI（Industrial Value Chain Initiative））
https://iv-i.org/wp/ja/downloads/download/

出典：IVIシンポジウム 2015 Autumn 講演資料「IVIによるゆるやかな標準の作り方、使い方」（ＩＶＩ（Industrial Value Chain Initiative））
https://www.iv-i.org/events/151112.html

業務シナリオのモデリング業務シナリオのモデリングの概要

https://iv-i.org/wp/ja/downloads/download/
https://www.iv-i.org/events/151112.html

